
予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費
	事業名　新インバウンド向け「着地型ツアー」プロモー
ション事業


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部 観光国際局 海外戦略推進課 欧米誘客係 電話番号：058-272-1111（内2355）　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11336@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　17,462千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	17,462
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	17,462

	決定額
	17,400
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,400


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・海外からの訪日旅行に関して、世界的に団体旅行から個人旅行に移行する傾
向が強くみられる。また、個人旅行では国際空港を持つ都市を拠点として宿
泊して、地方へは日帰り又は１泊程度の旅行しかしない場合が多いため、地
方への外国人延べ宿泊数は減少傾向にある。
　・地方に引き込み宿泊数を増やすには、“自然体験”や“匠の技”体験など、
岐阜県独自の魅力のある着地型商品を造成・PRする必要がある。このため、
欧米を中心に海外からの訪日個人旅行客が利用する検索サイト及びＯＴＡ
と連携したオンライン上においてプロモーションを展開し、岐阜県を拠点に
参加できる着地型商品をPRすることで、岐阜県への宿泊客数の増加を図る。
（２）事業内容

　①岐阜県が誇る“匠の技”等ツアー造成事業【4,512千円】

②旅行検索サイト及びＯＴＡ連携販売促進プロモーション事業【12,950千円】　
　
（３）県負担・補助率の考え方

　・今回PRする予定の着地型ツアーは県内を巡ることで、滞在時間を増やし、
岐阜県への宿泊客を増加させるものであるため、県内の市町村の境界等に拘
らず、多くのツアーを掲載・PRすることで、県の魅力が多く宿泊する価値
があることを訴えなければならないため、県の負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	17,462
	1 岐阜県が誇る“匠の技”等ツアー造成事業
2 大手検索サイト及びオンライン旅行社（OTA）を活用した「着地型ツアー」販売促進プロモーション

	合計
	17,462
	


	　決定額の考え方　

　地方創生推進交付金を充当します。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・長期構想
　　１　新たな「成長・雇用戦略」の展開

　　　・外国人観光客のさらなる拡大に向けた取組の強化

　・岐阜県成長・雇用戦略
　　最重要プロジェクト
（３）「海外展開・販路拡大支援プロジェクト」

（６）「観光産業の基幹産業課プロジェクト」

（２）国・他県の状況

　・他都道府県においても同様の事業を実施しており、県が事業予算を負担
（３）後年度の財政負担
　・次年度以降も継続して実施する。
（４）事業主体及びその妥当性
　・外国人観光客の誘致については、長期計画でも位置づけた県の役割であり、
　　必要経費を負担する。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　２０２０年までに宿泊者数１５０万人とする目標を達成するため、外国人観光客に対して、質の良い観光ガイドにより、岐阜県の旅を充実させ、さらなる観光客の来訪に繋げられるよう、外国語観光ガイドを育成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	外国人延べ宿泊者数
	（H  ）
	60万人
（H26）
	93万人
（H27）
	101万人
（H28）
	150万人
（H32）
	67.3％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

〇

	国は、２０２０年のオリンピック・パラリンピックを見据え、訪日外国人旅行者４，０００万人の目標に向けた取組みを強化していることから、岐阜県もこれを好機と捉え、積極的な施策を展開していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　団体旅行から個人旅行へシフトチェンジする中、国際空港を持たない岐阜県が個人旅行客を誘致するためには、“自然体験”や“匠の技”など、外国人を対象とした様々な着地型ツアーを造成のうえ、個人旅行者が旅行決定の際に利用するオンライン上において、広報PRしなければならない。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

海外からの誘客については、継続的かつ集中的な取組みが必要であり、引き続き県内観光事業者との連携・協力により、ターゲット国に注力した取り組みを実施する。



